
 
リコール届出一覧表 

 

                                                          リコール届出日：平成２１年３月５日 

リ コ ー ル 届 出 番 号 ２２６８ リコール開始日 平成２１年３月６日 

届出者の氏名又は名称 マツダ株式会社 

代表取締役社長 山内 孝 

問い合わせ先：マツダ(株)コールセンター 

ＴＥＬ ０１２０－３８６－９１９ 

 

不具合の部位（部品名） 緩衝装置（ロアアーム） 

基準不適合状態にあると

認める構造、装置又は性能

の状況及びその原因 

① フロントサスペンションにおいて、ロアアームとロアアームボールジョイント
の組み付け工程が不適切なため、ボルトの締め付け力が不足するものがある。

そのため、そのままの状態で使用を続けると、当該ボルトが緩み、最悪の場合、

当該ボルトが折損し、走行不能となるおそれがある。 

② リコール届出番号１８２１の市場措置において、ロアアーム、またはロアアー
ムボールジョイントを交換した場合のボルトの締め付け方法が不適切なため、

ボルトの締め付け力が不足するものがある。そのため、そのままの状態で使用

を続けると、当該ボルトが緩み、最悪の場合、当該ボルトが折損し、走行不能

となるおそれがある。 

改 善 措 置 の 内 容

全車両、当該ボルトの締め付け状態を点検し、当該ボルトとロアアーム表面に隙

がある、または当該ボルトが脱落や折損している場合は、ロアアーム一式を新品

と交換する。なお、当該ボルトとロアアーム表面に隙がない場合は、規定のトル

クで締め付ける。 

不 具 合 件 数 ①８件 ②０件 事 故 の 有 無 無し 

発 見 の 動 機 ① 市場からの情報による。 ② 社内情報による。 

自動車使用者及び自動車

分解整備事業者に周知さ

せるための措置 

・使用者：ダイレクトメール等で通知する。 
・自動車分解整備事業者：日整連発行の機関誌に掲載する。 
・改善実施済車には、運転者席側ドア開口部のドアストライカー付近に 
Ｎｏ．２２６８のステッカーを貼付する。 

 

車 名 型 式 通 称 名   リコール対象車の車台番号の範囲 
  及び製作期間 

リコール対象車

の台数 備考 

ＳＹＥ４Ｔ－２０１８８２～ＳＹＥ４Ｔ－２０２６２２ 

平成１６年１１月９日～平成１８年３月２７日 
②105 

ＴＣ－ＳＹＥ４Ｔ 
ＳＹＥ４Ｔ－２０２６３７～ＳＹＥ４Ｔ－２０３６７６ 

平成１８年４月６日～平成２０年１１月２８日 
①1,036 マツダ 

ＴＣ－ＳＹＥ６Ｔ 

タイタン 

ＳＹＥ６Ｔ－２０７７３０～ＳＹＥ６Ｔ－２１１７２５ 

平成１６年１１月１日～平成１８年４月４日 
②803 

2WDのみ

 

連絡先：自動車交通局技術安全部審査課リコール対策室

     TEL 03-5253-8111 内線 42353 
ｱﾄﾞﾚｽ：http://www.mlit.go.jp 



車 名 型 式 通 称 名   リコール対象車の車台番号の範囲 
  及び製作期間 

リコール対象車

の台数 備考 

ＴＣ－ＳＹＥ６Ｔ ＳＹＥ６Ｔ－２１１７２９～ＳＹＥ６Ｔ－２１７８４９ 

平成１８年４月５日～平成２０年１２月１日 
①6,091 

ＳＹＦ４Ｔ－１０００２３～ＳＹＦ４Ｔ－１００６４１ 

平成１６年１１月１８日～平成１８年４月３日 
②40 

ＫＲ-ＳＹＦ４Ｔ 
ＳＹＦ４Ｔ－１００６４２～ＳＹＦ４Ｔ－１０１２０４ 

平成１８年４月５日～平成１９年７月２６日 
①562 

ＳＹＦ６Ｔ－１０００１５～ＳＹＦ６Ｔ－１０３２３１ 

平成１６年１１月１２日～平成１８年４月４日 
②237 

マツダ 

ＫＲ-ＳＹＦ６Ｔ 

タイタン 

ＳＹＦ６Ｔ－１０３２３２～ＳＹＦ６Ｔ－１０６６１８ 

平成１８年４月５日～平成１９年７月３１日 
①3,359 

2WDのみ 

 (計４型式) (計１車種) 
（製作期間の全体の範囲） 

平成１６年１１月１日～平成２０年１２月１日 
(計 12,233 台)

①11,048 台

②1,185 台 

（備考） 

本届出①は、平成１９年２月２日付け届出番号「１８２１」のリコール届出と同様な問題であるが、市場措置

が不要と判断した期間の一部の車種において、新たな問題が判明したため、届出を行うものである。 

本届出②は、平成１９年２月２日付け届出番号「１８２１」のリコール届出の改善措置において、ロアアーム、

またはロアアームボールジョイントを交換した車両は再度対策を行うと共に、未実施車両についてはこの度の

改善措置に切り替えるものである。 

 

【注意事項】 

リコール対象車の車台番号の範囲には、対象とならない車両も含まれている場合があります。


